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係閣僚会議を開いた。そして首相は「福井県と大飯町の判断が得られれば、関係閣僚会合で議論し、私の責任で判断する」としたのである。


関西広域連合の橋下市長は、広域連合会議の翌日には「上辺や建前論ばっかり言ってもしようがない。事実上の容認です」と述べた。彼は、こうして自ら述べてきたことが、「上辺や建前」であることを認めたのである。これだけでも政治家失格であるが、そもそも8項目の提言は、再稼働容認だったからである。


　嘉田知事も、関西広域連合の声明に同意した理由について「経済界のこの夏を乗り切れないとの悲痛な声も斟酌して」と語った。ここにも7提言の本質が再稼働容認であったことをはしなくも明らかにしている。


　これらの過程を見ると、国と福井のはしたない政治家が再稼働のボタンを最初に押したと思われたくないとの思惑で動き、近畿の首長は、再稼働容認の本音を隠して、いかに自分だけはよい恰好をして住民に写って見せようかという思惑がありありであることを見せている。この醜い政治家のパフォーマンスの背景には、国民世論が再稼働を許していないことがある。


　正論を展開し、住民運動を起こしてこそ、安全で住みよい日本ができる。それを主導するのは、われわれ国民だとの思いで奮闘したいと思う。


　　　森　茂樹（ばいばい原発・守ろうびわ湖住民運動連絡会事務局長）











6月16日、政府は西川福井県知事の再稼働同意を受けて、ただちに関係閣僚会合を開いて、関西電力大飯原発3・4号機の再稼働を最終的に決定した。関電は同日、再稼働のための作業を開始した。


　昨年の福島第一原発災害以後、原発ゼロの日本を求める世論が大きく高まり、5月5日には北海道電力の泊原発が運転停止に入り、42年ぶりに全国の原発が稼働ゼロ状況になった。これは国民世論がつくりあげた大きな結果であった。


　今度の再稼働をめぐっては、政府と地方自治体との間で、さまざまのやりとりがあった。


　一つは、福井県と国の間のやりとりだった。国は当初、福井県が先に再稼働承認を行ない、しかるべきのちに国がゴーのサインを出す算段であったが、福井県知事はこれを嫌い、政権の主導を求めて、6月8日の首相発言となった。


もう一つは、滋賀県を含む関西広域連合と国、地元県とのやりとりであった。


　滋賀県と京都府は、7項目の共同宣言を出した。大阪府市も8項目の提言を出した。これらの提言・宣言には、それなりに評価できる内容もあったが、問題はいずれも再稼働容認を前提とする弱さをもっていたことだ。


その破綻は、5月30日の関西広域連合会議の、「暫定的な安全判断基準であることを前提に、限定的なものとして適切な判断をされるよう強く求める」との声明にあらわれた。国は、同日、「関西広域連合が再稼働を事実上、容認された」として関








％が無料になった」と述べました。しかし、県内のある作業所では、「今でも3人の利用者に毎月9,300円の請求書を入れなければならない。配偶者の収入があるからです。」と施設長が苦しい思いを打ち明けています。衆院厚生労働委員会の3時間の審議では、15％の人達を無料にするのに50億円必要ということです。財源の問題ではありません。国連の権利条約が言うように、障害のある人を1人の人間としてみるかどうかの問題です。


　私たちは、この「名ばかり廃止法案」に対して、基本合意や骨格提言の内容に近づけるための取組みを、諦めることなく、より広範な人たちと共に展開していこうと思います。





寺川　登（障害者自立支援法訴訟の基本合意の完全実現をめざす滋賀の会事務局長）











私たちは、この「名ばかり廃止法案」に対して、基本合意


ることなく、より広範な人たちと共に展開していこうと思います。








政府・民主党は、4月26日に、民主、自民、公明の賛成により、「障害者自立支援法改正」いわゆる「障害者総合支援法」を衆議院本会議で可決し、参議院に送っています（記事は6月6日現在）。この法案は、自立支援法違憲訴訟に伴う基本合意書と総合福祉部会の骨格提言の内容に反しています。基本合意文書には、「障害者自立支援法を廃止し新たな総合的な福祉法制を実施する」と確約しています。しかし、今般の法案は、自立支援法の115条項のうち108条項は、ほぼ手をつけていないことに象徴されるように、法律の形式面からみても廃止とはほど遠い内容です。厚労省と民主党は、自立支援法の名称・目的・基本理念の文言上の変更をもって「実質的に廃止となっている」と説明しましました。


また、自立支援法の根幹である「利用者負担については８５





国会終盤へ　　　１５日野田政権は自民党、公明党と「消費税１０％法案の今国会での成立」で合意しました。しかし、この国民無視の談合は、民主党のマニュフェストを完全反古にした内容で国民との新たな矛盾を広げ、民主党内の矛盾も広げています。


　国会の会期末に向け「こんな時に消費税１０％とんでもない」、「社会保障は棚上げで消費税増税だけとんでもない」、「公約違反とんでもない」の徹底した宣伝、署名、地元国会議員への抗議行動が求められています。沖縄県議選では自民党は１６議席から１３議席に、民主党は４議席から１議席に後退。両党とも県連幹事長が落選し民主党幹事長は「予想以上に普天間と消費税が効いた。政権への不振をもろに受けた」と語っています。国会終盤へ「沖縄の二の舞になったら･･･」と民主、自民、公明党議員を震撼させましょう。


６・３県民集会成功を力に　　　『６・３こんな時に消費税１０％とんでもない県民集会』は、「原発署名と違い、街頭での反応がよくなく心配していたが多くの参加でよかった」（総括の実行委員会での発言）にみられるように、７００人をこえる参加で成功裡に終わりました。また全国的にも注目を浴びた県民集会になりました。








消費税廃止滋賀県各界連の呼びかけに、太田志朗（小児科医師）、水原渉（県生協連会長）、万木敏昭（県農協中央会会長）、池端武士（滋商連会長）の４氏が発起人を承諾され、県医師協同組合、県左官組合、県喫茶飲食組合など１０６団体（個人）が呼びかけ人に賛同されました。この広がりの要因は、第一に将来の消費税の賛否を越えて「こんな時に消費税１０％とんでもない」の一点での共同行動が今の情勢に合った提起で、県農協中央会や県生協連などの幅広い参加になったと思います。第２は３月１１日の「ばいばい原発」集会や４月２２日の「ＴＰＰ県民集会」の幅広く呼びかけ人を募るスタイルが生かされ、２つの大集会で築かれた団体間のつながりや信頼が土壌になったと思います。


６･３県民集会以降、「毎週の火曜日宣伝には１０人以上が参加」（民医連）など各団体からの参加者が一気に増えています。また「街の空気が変わった。署名する人が以前の３～４倍になった」と国会終盤で雰囲気も大きく変化しています。消費税１０％阻止、国会終盤へおおいに頑張りましょう。　





　　　　　廣田　耕康（滋賀県商工団体連合会事務局長）





を図られるべきである。今一度、教育の原点に立ち返って再検討されることを強く求める」としています。


  これは、教職員組合や教育研究団体が示した提言ではありません。長浜の検討委員会が、昨年12月以来、７回の公開討論を重ねた末に決定したものです。提言は、長浜市民はもとより、あちこちで噴き出している地域住民の声、さらには県議会の意志など、いわば県民の総意を凝縮したものです。私たちは、知事と教育長がこの提言を真摯に受け止め、統廃合案を白紙に戻して、地域と学校で開かれた討論を持つように強く求めます。


　６月９日、彦根で統廃合案の白紙撤回を求める集い。６月17日には、信楽で「信楽高校の分校化を許さない」総決起集会が開かれました。中島湖南市長が挨拶し、富田県議、卒業生、ＰＴＡ母親代表、区長代表などが発言。相撲取りの三杉里やたねやの社長もビデオレターで参加し、220人の地域住民は、信楽高校存続に向けて心を1つにしました。


　教育長は「遅くとも９月中旬までに計画案をつくる」としており、極めて緊迫した情勢になっています。湖北、彦根、信楽の動きに、全県が合流し、教育こわしの流れを止めましょう。


   杉原 秀典（県立高校の統廃合を考える会代表世話人）　





６月12日、長浜市は、県に「県立高校の再編計画」に関する第一次提言を行いました。


提言は、再編計画(原案)には「高校教育のビジョンがない」と指摘し、「夢や希望」を感じるビジョンを示すよう提起しています。これは「魅力と活力ある高等学校づくり」という再編の目的が、偽りの看板に過ぎないことを突いたものです。その上で、「全県一区制度の検証を行った上で、地域と共に高等学校を創り上げること」を求めています。


　提言は、再編計画が「行財政改革」から出発していることを厳しく批判しています。「子どもたちの教育環境の充実を最優先に考えられた結果とは、到底、言えない」と。


　提言は、「高校教育現場の教職員の声や中学校や小学校、市町教育委員会の意見が届いているとは思えません」とし、県民本位の計画策定の３つの仕組みを提起しています。１つ目は、地域ごとの意見集約の機会と場所の設定。２つ目は、すそ野の広い対話。３つ目は、学校現場の声がしっかり反映される仕組み、です。


　提言は、「十分な時間を確保して慎重かつ丁寧な計画づくり」を求めています。


  最後に、提言は「未来の高校教育に禍根を残すことがないよう、誰もが納得できる手順を踏まえて、県民的な合意形成








